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１．本マニュアルの趣旨・目的

平成13年５月22日に採択された「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」

（以下「ストックホルム条約」という ）は、残留性有機汚染物質（以下「POPs」とい。

う ）の製造・使用の原則禁止、在庫（ストックパイル）の環境上適正な管理、廃棄物。

の適正な処分等を各国に求めている。現在、ストックホルム条約の対象物質とされてい

る12種類の化学物質のうち、DDT等の６物質は我が国で農薬としての登録実績のあった

化学物質である。これらの化学物質を含有する農薬はおよそ20～30年前に使用規制の強

化が図られるとともに、相次いで登録が失効しており、現在は｢農薬取締法（昭和23年

法律第82号）｣第９条第２項の規定に基づき販売が禁止され、同法第11条の規定に基づ

き使用も禁止されている。

一方、使用規制の強化が図られた有機塩素系殺虫剤（BHC、DDT、アルドリン、ディル

ドリン及びエンドリン）の使用残農薬については、昭和40年代に農林水産省の指導・支

援の下に埋設処分が行われているが、製品をコンクリート槽等に封じ込めて埋設されて

いるこれら埋設農薬については、掘り出して処分する際にはストックホルム条約に基づ

き、POPs廃棄物として適正な処分が求められる。しかしながら、条約採択当時、有機塩

素系殺虫剤の無害化処理技術については、十分な分解効率が得られるか、環境への二次

影響はないか等が既存の処理技術を含めて十分に確認されていなかった。このため、当

面の措置として埋設農薬による汚染の有無等を確認するための調査、掘削、保管を行う

場合の作業手順や留意事項を、暫定的なマニュアルとして平成13年12月に取りまとめた

ところである。

その後、POPs等農薬無害化処理技術に係る検討が進められ、所要の成果が得られてき

たところであるが、①POPsの在庫の環境上適正な管理及び廃棄物の処理等を締約国に義

務づけているストックホルム条約の発効（平成16年５月17日）②農林水産省による埋設

農薬の処理を推進するための「埋設農薬最終処理事業」の開始（平成16年度より５年間

の予定）③環境省廃棄物・リサイクル対策部による埋設農薬の廃棄処理に当たっての技

術情報をまとめた「POPs廃農薬の処理に関する技術的留意事項 （平成16年10月12日付」

け環産廃発041012002号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課適正処

理・不法投棄対策室長通知。以下「技術的留意事項」という ）の発出により、我が国。

において埋設されている農薬について適正な処分を行う環境が整ってきたところである。

平成13年に策定した「埋設農薬調査・掘削等暫定マニュアル」は、その時点における処

理技術が不十分であったことから埋設農薬の処理を前提としていなかったが、①から③

のような状況や、暫定マニュアル策定から現在までに埋設農薬の調査・掘削・保管の事

例に基づく知見も集積されてきたことを踏まえ、今回、その内容の充実・見直しを行う

こととしたところである。

埋設農薬を処理するために掘削する場合や、何らかの理由で直ちに処理を行えない場

合に、処理までの間に環境調査等を実施する際には、本改定マニュアルに留意して調査
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等の実施に当たることが重要である。なお、埋設地点の状況によっては、本改定マニュ

アルに基づく実施が困難な場合も想定される。その場合には、学識経験者等や都道府県

等の指導・助言を得ながら、具体的な調査計画等を策定し、調査等の実施に当たるとと

もに、どのような調査等を行ったのかを記録として残しておくことが重要である。
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２．基本的事項

２．１ 本マニュアルの概要

2.1.1 対象となる農薬

本マニュアルの対象とする農薬は、ストックホルム条約対象物質のうち日本で農薬と

しての登録実績のあったDDT、アルドリン、ディルドリン、エンドリン、クロルデン及

びヘプタクロルに、過去に埋設処理の対象となっていたBHCを加えた７物質を含む農薬

（以下「POPs等農薬」という ）を基本とする。。

農薬は複数の農薬成分を組み合わせて製剤化されることがある。このため、POPs等農

薬であっても製剤化された製品には、POPs等以外の複数の成分が含まれているものもあ

る。また、埋設処分を開始する前後に砒素剤や有機燐剤等の使用が禁止された経緯があ

ること等から、パラチオンのような有機燐剤や、水銀、銅や砒素を含む農薬も一緒に埋

設されている可能性がある。埋設農薬の対応策を考えるに当たっては、これらの農薬成

分にも配慮する必要がある。POPs等農薬の農薬成分を列挙すると別添１のとおりとなり

全体で約70種にも上る農薬成分が一緒に含まれている。本マニュアルでは同時に埋設さ

れているこれらの成分についても必要に応じて考慮することとする。なお、POPs等農薬

に含まれる農薬成分のうちDDT等の７物質（以下「POPs等物質」という ）の物理化学的。

特性、毒性等は別添３のとおりである。水銀剤は他の農薬とは取扱いが異なるため、特

別な配慮が必要である。

また、農薬登録はされていないが、衛生害虫用の防疫剤としてのDDT等が埋設されて

いる場合が見られるので、同様に処理する必要がある。

2.1.2 調査・掘削・保管・処理の流れ

埋設農薬の調査から掘削・保管・処理にいたる作業の流れを図2.1に示す。埋設農薬

については、農林水産省において、その処理を促進するための「埋設農薬最終処理事

業」が平成16年度より５年間の予定で開始されている。また、環境省廃棄物・リサイク

ル対策部より、その処理に当たっての技術的留意事項が発出されている。今後、これら

の通知等に基づいて、地域の実情に応じた処理の優先度等も考慮しながら埋設農薬の適

切な処理を進める必要がある。
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２．２ 責任者の設置（行動１）

本マニュアルに基づき調査・掘削・保管を実施するに当たっては、地方自治体又は農

協等が事業主体となることが予想されるが、事業の実施に当たっては責任者を設置する

ことが必要である。

本責任者は、本マニュアルに記載される計画の作成、記録等を行うとともに事業実施

の際に必要な行政手続、関係機関、関係住民との調整に当たることになる。

また、事業の実施に当たっては、学識経験者（産業医含む）等、都道府県等の農業担

当部局、環境担当部局及び廃棄物担当部局等の指導・助言の下に実施することが重要で

ある。
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行動４: 掘削作業準備（６） 

作業計画書の作成、保管容器の準備と保管場所の確保等 

行動８: 保管中の管理（９） 
 責任者の明確化、適切な保管、保管中の定期監視等 

しない 

ア．責任者の設置 

イ．埋設地点確認調査 

カ．保管 

ウ．掘削対象範囲確定調査 

行動２: 埋設地点の確認調査（３） 

行動１: 責任者の設置（2.2） 

する

「POPs 廃農薬の処理に関する技術的留意事項」に則して適切に処理 

キ．処理 

図 2.1 埋設農薬の調査･掘削･保管の流れ 

行動９:別途対
応へ（10） 

判定 1: 早期に掘削処理事
業に着手するか？（４） 

行動３:掘削対象範囲の確定（周辺環境確認調査）（５） 

エ．掘削準備 

行動５: 掘削・回収作業（7.1）
 埋設農薬上部・接触物の掘削・撤
去、農薬の回収、底部・側壁の撤去、
汚染土壌の回収、作業完了後の確
認、埋め戻し等 

オ．掘削 

行動６: 作業中の作業
安全管理・環境汚染防止
（7.2） 
 作業員の安全確保、周辺
からの隔離等 

行
動
７
:周
辺
環
境
監
視
（
８
）
 

異常があれ
ば、作業中
止、行動３
へ 




